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令和 ２ 年 ３ 月

令和 ２ 年度 令和 １１

１．事業概要

（１）

① 給　水

ｍ3/日

ｍ3

② 施　設

ｍ3/日

③ 料　金

④ 組　織

（２）

契 約 水 量 １，５００

一 日 平 均 配 水 量 ４２給 水 先 事 業 所 数 １

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

　工業用水道事業の健全な経営のために
は、関連する専門的な知識と技術を有す
る人材の育成や、その知識と技術を次世
代へ継承するシステムの構築が必要とな
ります。
　杵築市工業用水道事業では、財務や業
務進捗などソフト面に係る管理・運用と、
施設・設備などハード面に係る管理・運用
の両面について、関連する知識と技術の
継承を含む人材育成に加え、それを実現
する組織力の強化など、共通する課題の
多い水道事業と連携しながら取り組みを
行います。

≪組織図について≫
　平成３１年４月１日現在、工業用水道事
業は上下水道課が経営を担い、上水道管
理係と兼務する形で２名が従事していま
す。

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

現 在 配 水 能 力 １，５００ ｍ3/日

団 体 名 ：

現 行 体 制 平成３１年４月１日

杵築市工業用水道事業経営戦略
（杵築市工業用水道事業）

事業の現況

杵築市工業用水道事業は契約水量１，５００ｍ3/日の責任水量制を採用することで経営の安定性を確保しています。
　〇メーター使用料　・・・　７，７００円/月 （ 200Φ未満 ） 、 １１，０００円/月 （ 200Φ以上 ）
　〇基本料金　３１．４２円/ｍ3 、特定料金　３１．４２円/ｍ3 、超過料金　６２．８５円/ｍ3 、従量料金　２２．００円/ｍ3

４，５５３

ｍ

契 約 水 量 １，５００

施 設 数

策 定 日 ：

　年度

　　地下水

浄水場設置数

配水池設置数

０

供 用 開 始 年 月 日 平成１２年９月１日

水 源

事 業 名 ：

　　杵築市

　　杵築市工業用水道事業

計 画 期 間 ：

０

～

管 路 延 長

これまでの主な経営健全化の取組

杵築市工業用水道事業は、責任水量制（※1）の採用により、安定した収入を確保し、コストの抑制と併せて健全な経営の維持に取り組んでいます。

※1　責任水量制とは、供給契約を結んだ水量について、供給先の企業が責任をもって引き受け、実際に使用した水量が契約水量より少ない場合
でも、契約水量の料金を支払っていただく制度です。

平成２１年４月１日

～30歳 31～40歳 41～50歳 51～60歳 61歳～ 合計

2人 6人 8人 4人 6人 26人

上
下
水
道
課

うち、嘱託員5名

うち、臨時職員1名

※上水道管理係兼務

簡易水道工務係

簡易水道管理係

6人

1人 1人

上水道管理係

山香上下水道係

下水道工務係

下水道管理係

工業用水道係

上水道工務係

浄水係

4人

1人 1人 2人

1人 1人 1人 1人

1人 2人 3人

2人

1人 1人 2人

1人 1人

2人 1人 3人

1人 1人 3人

うち、嘱託員1名

うち、嘱託員1名

3人

年齢構成

1人 1人 1人

5人
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（３） 経営分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

H28 H29 H30

7,131千円 7,390千円 7,573千円

施設の見通し

　施設の老朽化は比較的進んでおらず、当面の間は大規模な施設・設備の更新の可能性は低いものの、耐用年数の比較的短いポンプ施設等の故障の
発生などの事態に適切に対処できるよう、修繕引当金の計上を検討するなど準備を行います。

組織の見通し

　杵築市工業用水道事業は、上水道管理係の２名が兼務しており、必要に応じて上水道工務係の支援を受けながら経営しています。今後も現行体制を維
持する予定です。

100.0％ 100.0％

料 金 回 収 率

料 金 収 入

　事業開始以来、１，５００ｍ3/日の契約
水量を維持しています。
　今後も杵築市工業用水道事業の経営計
画の前提である当該契約水量の維持を図
り、引き続き健全な経営に努めます。

　責任水量制を採用しており、この契約の
継続を前提に基本料金３１．４２円ｍ3/
日、従量料金２２．００ｍ3/日で算定してい
ます。
　現在の供給能力１，５００ｍ3/日は全量
を現在の供給先企業向けに確保する契約
であり、料金収入は今後も大きな増減なく
推移する見通しです。

水需要の予測

【上記の指標等を踏まえた経営分析】

　責任水量制の採用により、料金収入は一定の水準が確保されており、経常収支比率及び料金回収比率が全国平均を上回るなど安定した経営の礎と
なっています。
　しかしながら、供給先の企業を取り巻く経営環境は事業開始時から変化しており、実際の使用水量は減少傾向にあります。料金回収率は上昇する一方
で、現在配水能力に対する施設利用率が下降しているのはこのような状況を反映したものです。

純 損 益

経 常 収 支 比 率

17,254千円 17,187千円 17,085千円

料金収入の見通し

現 在 配 水 能 力 に 対 す る
施 設 利 用 率

現 在 配 水 能 力 に 対 す る
契 約 率

100.0％

5.5％ 4.2％ 2.8％

157.5％ 161.6％ 165.0％

144.6％ 155.1％ 157.6％
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

〇安定した工業用水の供給に努めます。
　　良質で豊富な工業用水を安定して供給することで、企業の活動をサポートし、地域経済にとって重要な雇用の場を守ることに寄与します。

〇健全で安定した経営の維持に努めます。
　　供給先の企業との信頼関係を重視し、引き続き自主財源による経営を維持しながら、責任水量制に基づく安定した料金収入を活かし、
  さらには可能な限りコストの削減を行うことで健全で安定した経営の維持に努めます。

〇人材育成及び組織力の強化に努めます。
　　供給先の企業の経営環境の変化等により、杵築市工業用水道事業を取り巻く環境が変化するなかにおいても工業用水を将来にわたり安定
　して供給するためには、経営基盤の強化とともに、財務や業務進捗などソフト面に係る管理・運用と、施設・設備などハード面に係る管理・運用
　の両面について、関連する知識と技術の継承を含む人材育成に加え、それを実現する組織力の強化が必要となります。
　　共通する課題の多い杵築市水道事業との連携を強化し人材育成及び組織力の強化に努めます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

〇修繕費について
　　施設・設備は比較的新しく、大規模な更新の計画はないため計上していません。

〇動力費について
　　工業用水の供給に必要なポンプ施設の稼働等の電気料、主に機器の保安管理等に必要となる通信設備の通信料を計上しています。

〇職員給与費について
　　上水道管理係の２名が兼務する形態を採用しており、実際の業務量に基づく上水道事業への負担金を計上しています。

目 標

　適切な管理・運営により、施設・設備の可能な限りの長寿命化を図り、更新が必要となった際には、その重要度・緊急性を
十分に考慮しながら投資の平準化及び抑制を行います。

目 標

杵築市工業水道事業の健全な経営の礎である現在の契約水量の維持に努めます。

②　収支計画のうち財源についての説明

　杵築市工業用水道事業は、平成１２年９月１日に事業を開始し、平成１７年度に工業用水供給の安定性の向上のため受水槽の設置を行い、現在に至っ
ています。計画一日最大配水量１，５００ｍ3は全量を現在の供給先企業向けに確保する契約であり、事実上の専用水道となっています。
　施設・設備は比較的新しく、大規模な更新は予定していないものの、耐用年数の比較的短いポンプ施設等の不具合の顕在化などに対応する必要性が
生じることが見込まれます。一方で供給先の企業を取り巻く経営環境は事業開始時から変化しており、実際の使用水量は減少傾向にあります。このような
状況を十分に考慮し、施設・設備の更新の際には、これまで供給先の企業との間で培った信頼関係を尊重しながら適切で柔軟な対応を行うよう努めま
す。

〇料金収入について
　　責任水量制に基づく契約を締結しており、当該契約に基づく料金収入を前提とした経営計画に基づき事業を実施しています。今回の経営戦略
　においても、この責任水量制に基づく契約を前提とした料金収入の見通しを示しています。

〇長期前受金戻入益について
　　長期前受金戻入益とは、資産取得時の財源として補助金等を受けた場合、当該資産の減価償却部分に対応する補助金等について収益化を
　行うものです。固定資産の減価償却予定に合わせて計上しています。

〇雑収益について
　　消費税の簡易課税制度を適用することにより生じることが見込まれる消費税の還付金を計上しています。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資についての検討状況等

②　財源についての検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

　令和２年（２０２０年）度から令和１１年（２０３９年）度までの計画期間において、供給先企業の動向を的確に把握
しながら進捗管理を行います。３年から５年ごとに計画（Plan）・実施（Do)・検証（Check）・必要に応じた改善
（Action）のPDCAサイクルを確立します。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

　適切な管理・運営により、施設・設備の可能な限りの長寿命化を図り、更新が必要となった際には、その重要
度・緊急性を十分に考慮しながら投資の平準化及び抑制を行います。

施 設 の 共 用 化
　上水道事業とは要求される水質が異なり、また施設・設備についても隣接していないため、共用化の予定はあり
ません。また、近隣の他自治体についても、エリアが大きく離れているため施設・設備の共用化は予定していませ
ん。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組
　引き続き安定した料金収入の維持とコスト削減に努めます。

　新たな企業債の発行は当面予定していません。施設・設備の大規模な更新が必要となる際には発行を検討す
ることとなりますが、健全な経営を維持できるよう慎重に検討を行います。

　総務省の繰出金に係る通知、いわゆる基準内繰出に該当する事業はありません。また、基準外繰出についても
予定はありません。

　今後の大規模な施設・設備の更新に備えて、経営的に最も有利な手法を採用できるよう活用の検討に努めま
す。民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用

（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

　計画期間中において料金改定の検討は行っていません。責任水量制に基づく現行の料金体系を維持します。

繰 入 金

動 力 費

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　債権運用の導入等について情報収集を行い、調査及び研究に努めます。

企 業 債

*　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

修 繕 費

　現在の施設・設備のコスト回収が終了した際に供給先の企業と協議のうえ必要に応じて検討を行います。

　現在の施設・設備のコスト回収が終了した際に供給先の企業と協議のうえ必要に応じて検討を行います。

　適切な管理・運営により、施設・設備の可能な限りの長寿命化を図るとともに必要な修繕は計画的に行い、修繕
が短期間に集中しないよう努めます。

　適切な管理・運営により、コスト削減に努めます。

　今後も必要最小限の人員で経営を行い、コスト抑制に努めます。
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